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業務システムのオープンソースへの移行 
 

－非機能要件、チェックするのはあなたです－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景 

前年度（２００４年度）ＬＳ研「オープンソースによる業務システムの構築と検証」分科会では、オ

ープンソースソフトウェア（以下、ＯＳＳ）にて業務システムの構築が可能かを、モデル業務を作成し

て検証した。その結果、ＯＳＳによる、業務システムの構築は可能であるとの結論を得ている。 

しかし、システム更改などで稼動中の業務システムを、現在利用しているソフトウェアに変えて、Ｏ

ＳＳを利用して再構築（移行）する場合、本当に業務やその運用に耐えうるだろうかとの疑問があった。 

ＯＳＳは広く普及し、業務システムの要件を十分に満たすＯＳＳも存在する。その利用者はＯＳＳの

メリットを享受している。しかし、商用製品に代えてＯＳＳを利用した業務システムが成り立つのだろ

うかという不安が払拭できない。既存の業務システムへの適用を妨げる大きな原因である、ＯＳＳを適

用可能と言える基準の整備が急務である。 

 

2. 目的と研究手順 

ＯＳＳを適用可能と言える基準は、明確になっていない。業務システムは「機能要件」を満たすだけ

でなく、システム運用などの「非機能要件」を満たす必要がある。システム再構築（移行）する場合、

非機能要件を満たす項目が漏れやすいため、漏れなく調査できる非機能要件チェックリストを作成する。

実際にＯＳＳに当てはめて、作成した非機能要件チェックリストの妥当性を確認する。 

 

3. 非機能要件チェックリストの作成と検証 

(1) 非機能要件チェックリストの作成 

過去の構築事例や障害事例などから明らかになった、非機能要件を調査した。それぞれの業務・

業種が異なるため広範囲な内容になった。非機能要件項目を機能性･信頼性･使用性・効率性・保

守性・移植性に分類し、システム構成要素（ハード、OS、アプリケーションなど）毎に実現方法

の洗い出しを行った。結果、非機能要件を体系化したＯＳＳ適用の評価基準（評価観点）となる

べき「非機能要件チェックリスト」が完成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 非機能要件チェックリスト概要 
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○適用対象の業務システムが必要とする非機能要件から
実現方法（前提条件・確認事項含む）が分かる

○非機能要件に対し、
システム構成要素毎の
実現方法を記載
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(2) 非機能要件チェックリストを評価するためのＯＳＳ選定と検証 

検証対象は、一般的に価格が高く・導入数が多いソフトウェアが移行対象となるＯＳＳとした。

その種類のＯＳＳの中から、適用可否を比較・検討でき、非機能要件を満たしているかどうかが

検証可能であった、DBMS(PostgreSQL)、監視ソフト(BigSister)を検証対象とした。 

検証対象のＯＳＳについて、機能要件の確認の実施、非機能要件は非機能要件チェックリストに

記載した実現方法から必要な検証項目を選択し、それらを満たしているかどうかを確認した。 

 

① DBMS（PostgreSQL） 

機能的には一部の過不足はあるものの、商用製品と同等の機能を有することが確認でき、業

務システムが要求する機能に応じて利用可否の判断が可能である。 

また「非機能要件」についても「商用製品と遜色ない」ことが確認できたが、「使用性」「信

頼性」については構築する業務システムの要求レベル（業務上の重要性や性能要求）に応じ

て判断が必要でありその都度の検証が必要である。 

 

② 監視ソフト（BigSister） 

分科会で必要とした機能要件・非機能要件は満たせない結果になった。業務システムでも、

より簡素な利用（Ping 応答レベルの死活確認や、少数のイベントメッセージの発生確認等）

であれば、活用は可能との結果になった。 

 

(3) 非機能要件チェックリストの評価と考察 

非機能要件チェックリストを用いることにより、検証項目の漏れ防止、評価作業の効率向上、評

価経験の格差補完が確認できた。この結果、ＯＳＳ適用評価のための非機能要件チェックリスト

は有効であるとの結論となった。構築する業務システム毎に、使用するソフトウェア検証が必要

という点では、商用製品と何ら変わりないこと。非機能要件の検証とともに、必要な機能要件が

確実に満たされているかどうかを評価しておく必要があることが確認できた。 

 

4. まとめ 

様々な業務システムが混在する状況で、「何が満足できれば、業務システムとして利用できるのだろ

う？」という基本的な疑問の解決のために、業務システムにおける非機能要件を明らかにし、その要件

を満足するかどうかの評価手順を確立させることができた。 

導入コスト削減のため「何がなんでもＯＳＳを適用」では無く、間違いのないＯＳＳの適用可否を判

断するためには、ＯＳＳ自身の成熟度やコミュニティの活発度に非常に格差があるため、非機能要件チ

ェックリストを用いて、自ら使用して、自らが評価することが大事であると結論付けたい。 

 

5. ＯＳＳ採用への提言 

ＯＳＳを個別に見れば、移行可能なものは存在し、現実的な選択肢となりうる現状がある。もはやＯ

ＳＳは特別なものではなく、商用製品と対等に張り合うものもある。ＯＳＳだからという色眼鏡を通し

て見ずに、一つの選択肢としてよいのではないだろうか。これにより、ＴＣＯの削減、ＲＯＩの向上手

段の範囲が広がり、そのメリットが享受できる側に立つことができる。 

しかし、ＯＳＳはライセンス・サポートの問題があり、自己責任の比重は大きい。これは、利用者が

保有するスキルに対し、その責任対応能力の大小が変化する。ＯＳＳ利用にあたっては、スキルを向上

させる努力も必要である。 

今後も、ＯＳＳ採用の流れは止められない。利用者側でしっかりとしたサポート体制を作り、成熟し

た実績のあるＯＳＳを思う存分使って頂きたいと願うものである。 

 


